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市民の目ﾌｫｰﾗﾑ北海道の活動は、カンパで支えられています。

ＣＥＦＨの活動　　　　

19.７.１　「市民の目フォーラム北海道」相談受理状況

平成 19.3.1～6.30　( )内は累計で内数
相 談 等 の 内 容 相談者区分

手段 メール 電話 その他 警察職

員ＯＢ

一般

市民

計

警察関

係相談

等

苦情  (10) 3(8) 3 (18)  3 (18)

相談  4 (4) 2 (5) 2 (3) (1) 8 (11) 8 (12)

要望 (2) (2)  (2)

情報提供 1 (5) (1) (3) 1 (3) 1 (6)

その他 (2) 1 (1) (1) 1(4) 1 (4)

その他の相談  1 (1)   (1)  1 (1) (1) 1 (2)

合計 6 (22) 6 (16) 2 (6) 1 (7) 13(37) 14(44)

＊市民の皆さん、警察問題だからと言って泣き寝入りせず遠慮なくﾒｰﾙ

や電話（050-7524-8995）で相談して下さい。相談は無料です。

情報公開請求のとりまとめ（Ｈ１９．４．１～６．３０）

①　3.26　知事　平成 15～19年度「捜査用報償費等」の積算根拠、平成

16～18年度の予算増減の理由等

②　4. 5　道警本部長　平成 15,16年度「捜査用報償費等」の予算要求額

の積算根拠（知事から移送）

③　4. 5  公安委員長　平成 15年 11月から平成 16年 3月までの北海道

公安委員会会議録

1 4.10 道警本部長　平成 18年 12月　札幌市南区で発生した「コン

ビニ経営者被害の強殺事件捜査本部」の経費等

2 5. 7 道警本部長　平成 15~19年度の時間外勤務手当の支給状況等

19.5.21(月）「警察・検察の不法・横暴を許さない連帯運動」参加

5月 17日、東京都内で「鹿児島県議選えん罪事件（志布志事件）」を取上

げ講演・討論集会が開催。当フーラムの原田宏二代表が招かれて参加。

19.5.21（月）「市民の目フォーラム北海道」の例会「市民の目フォーラ

ム北海道」発足後初めての例会を札幌で開催。会員多数が参加。例会で

は原田宏二代表の活動状況報告のほか今後の方向性について熱心な討議

が行われた。また著名な翻訳家の山崎淳氏による記念講演「ノーム・チ

ョムスキーの思想」が行われた。貴重な講演の機会に恵まれ参加者一同、

熱心に聞き入り山崎氏への質問が続き例会は成功裡に終了。

警察関連ＮＥＷＳ（抜粋）

19.5.4(金)　道警で捜査資料ネット流出　公安委も個人情報開示

稚内署刑事課の男性巡査長(31)が仕事に使っていた私物のﾊﾟｿｺﾝから暴力

団員やその家族、知人ら約 400人分の個人情報を含む捜査資料がｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

上に流出した（平成 19.4.20付　北海道新聞）。道警では平成 16年 3月

にも江別署員の私物ﾊﾟｿｺﾝから個人情報を含んだ捜査書類がｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上に

流出。いずれのｹｰｽでもﾌｧｲﾙ交換ｿﾌﾄ「ｳｨﾆｰ」を通じて流れたものと見られる

～以下中略～なぜ同じことが繰り返されるのか。私物のﾊﾟｿｺﾝでｳｨﾆｰの使

用禁止ができるのか、禁止したとしても効果があるのか、素朴な疑問を持

たざるをえない。いずれのｹｰｽでも流出した個人情報は警察官の私物ﾊﾟｿｺﾝ

を通じて流出。稚内署の巡査長は、上司の承認を得て署内で公務に私物ﾊﾟｿ

ｺﾝを使っていたという。先の江別署のｹｰｽでは、同警察官が裁判で「公務用

のﾊﾟｿｺﾝを新購入し、私物ﾊﾟｿｺﾝは公務に使わないことにした」と証言。道警

を退職しある官庁に再就職したOBが初めて出勤して驚いたのは、個人個

人のﾃﾞｽｸにﾊﾟｿｺﾝが置かれていたことだったという。公務に必要な物を個

人が私費で準備。そして一方では警察上層部は裏金を作りそれを自由に使

っていた。警察組織には、こうした現場軽視と公私混同の風潮が根強く存

在する。そんな組織でいくら警察庁が通達を出し指示しても現場の警察官

がまともに聞く筈がない。警察の個人情報流出の根本的な問題は、公務に

私物ﾊﾟｿｺﾝの使用を認めていることにある。～以下中略～確かに警察業務

のごく一部には情報が漏れることにより個人の名誉が損なわれたり、時に

はその生命に危険が及ぶ恐れのある情報が存在する。だからこそ他の官庁

や一般企業よりも厳格な情報管理が必要で、そのためには私物ﾊﾟｿｺﾝを公

務で使用することを禁止し必要なﾊﾟｿｺﾝを全て公費で準備すべきである。

それを怠り私物ﾊﾟｿｺﾝを公務で使用することを認めていることが個人情報

流出の最大要因である。ｳｨﾆｰの使用禁止の問題ではない。つい先日「市民の

目フォーラム北海道」が、道公安委員会に対して警察職員の職務執行に関

する苦情の申し出に関する情報の開示請求をしたところ公安委員会は「苦

情関係処理簿（平成 14年～平成 18年分）」を開示した。その開示に当た

って、道公安委員会は、その一部を開示できない理由を述べている。「苦情

の申出者の住所、氏名、苦情内容、回答内容等が明らかになると公安委員会

に苦情を申し出た個人が特定される。特定の個人が公安委員会に対して苦

情を申し出たことについては、個人のﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰに関する情報であり特定の

個人が識別され得るもののうち通常他人に知られたくないと認められる。

また、これらの情報が明らかになると苦情を申し出ようとする者が、その

内容が明らかにされることを恐れ苦情の申し出に消極的なるなど以後の

苦情処理業務の公正又は円滑な実施を著しく困難になる」ところが道公安

委員会は平成 14～17年分を除いて平成 18年中に道公安委員会に苦情を

申し出た 21人分の氏名を開示した。～以下中略～道公安委員会の 5人の

委員が 21人分の氏名を開示した文書に目を通していたのかどうかは分か

らない。おそらく事務担当者に任せっきりだったのだろう。警察と一体の

関係にある公安委員会の苦情処理が公正に行われている等とは思わない

が、公安委員会に苦情の申し出をした時、苦情内容が公安委員以外の警察
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職員に知られたり個人情報が公開されることがあることを国民は承知し

ておく必要がある。警察の仕事を管理すべき道公安委員会ですら、個人情

報の管理にこの程度の認識しか持ち合わせていないことが図らずも露見

した。ましてや、現場の警察官が個人情報の管理に関心がないのは当然と

いえば当然である。

19.5.25(金) 日本警察を象徴する愛知県長久手町の籠城発砲事件　

先にCEFHNEWSで「長崎市長射殺事件　暴力団の武装解除に失敗した

警察」と題して「平成 4年以降に警察庁の取った銃刀法の改正等の施策で

は暴力団の武装解除はできなかった。それどころか警察の暴力団事件の

捜査力の著しい低下を招く結果を残した。警察庁は、その事実を率直に認

め現場の捜査能力の向上を図るべきである。そのことなしに暴力団の武

装解除は絵に書いた餅に過ぎない」と指摘した。それから 1ヶ月も経たな

い 5月 17日、今度は愛知県下の住宅街で元暴力団組員が拳銃を発砲、女

性を人質に籠城する事件が発生、男に撃たれて警察官ら 4人が死傷。男は

約 29時間後に説得に応じ投降したが、撃たれ倒れている警察官が現場に

５時間余りも放置。その様子が TV等で繰り返し放映され不手際に批判が

わき起こった。～以下中略～この事件は起きるべくして起きた事件だ。日

本警察の真の姿を象徴していると言える。日本警察は警察法上では都道

府県警察でありながらﾄｯﾌﾟの警察本部長はｷｬﾘｱ官僚で占められ、人事、予

算面を警察庁が牛耳る事実上の国家警察である。世間の耳目を集める事

件は全て都道県警察本部から警察庁への報告ｼｽﾃﾑが出来上がっている。

この事件では警察本部長以下 50人は県警本部内で指揮に当たり現地捜

査本部には刑事部長以下 170人が動員されていたという。伝えられたと

ころでは警察庁からも担当者が現場に入っていたらしい。捜査はその責

任を明らかにするため内部規定(犯罪捜査規範)で警察本部長か警察署長

が指揮することになっている。この事件は警察本部長指揮事件であり警

察本部長はｷｬﾘｱ官僚だ。愛知県警本部長はどんな指揮をし、警察庁が介入

していたとしたら誰が事実上は指揮していたのだろうか。こうした人質

籠城事件では現場の状況は刻々と変化する。報告では伝わらない現場の

動きや緊迫した状況もある。いかに通信手段が発達しても現場でなくて

は掴み切れないこともある。現場の報告を待って指揮していたのではﾀｲﾐ

ﾝｸﾞがずれてしまうこともある。即断即決が求められることが多い。思い

切った現場指揮官への指揮権委譲の決断も必要になる。愛知県警の刑事

部長は道警と同じように警察庁のｷｬﾘｱ官僚だと聞いた。ｷｬﾘｱ官僚は、現場

での捜査の経験はほとんどない。そうしたｷｬﾘｱ官僚に的確な指揮ができ

たのか。警察は本来現場官庁であり現場のことは現場に任せることが必

要だ。現在の日本警察は上へ上へと報告が上がるｼｽﾃﾑで現場の幹部が自

らの責任で判断しなくなっている。そして判断を求められたｷｬﾘｱ官僚が

決断を躊躇する。こうしたことで指揮者不在の状況が生まれ捜査本部は

単なる烏合の衆と化す。今回の事件でもそうした弊害はなかったのか。現

地捜査本部には機動隊の最高責任者の警備部長等や現地の警察署長、課

長など大勢の幹部が集まっていただろう。大阪府警の機動隊（SAT）も

応援に来たという。諺にも「船頭多くして船山へ上がる」とあるが混乱の中

でこうした状況になっていた可能性もある。今回の事件では 110番通報で

最初に現場出動した交番勤務の巡査部長が撃たれて倒れた。生死不明のま

ま約 5時間にわたって現場に放置された。おそらく現場では一刻も早く救

出すべきだとの声があったに違いない。何故か警察本部長の決断が遅れた

巡査部長を見捨てたと批判されても仕方があるまい。しかもようやく決断

した救出作戦で更に犠牲者を出すという最悪の事態。警察が組織への批判

をおそれて現場の捜査員を切り捨てた事例は数多くある。警察庁主導で進

められた平成４年以降の平成の刀狩りでは、多くの現場の捜査員が組織的

な違法捜査の責任を取らされて警察組織から追いやられた。ﾄｶｹﾞの尻尾切

りである。組織が必ず守ってくれると信じ命じられるままに危険な仕事に

従事した現場の警察官は、見捨てられて初めて本当の姿を知る。組織防衛

の為なら現場の警察官を平気で見捨てるのが警察組織である。今回の愛知

県警の対応は衆人環視の下でそのことをはっきり示したと言える。警察が

暴力団壊滅を最重要課題に取り上げてから久しい。警察白書(18年版)よる

と全国の暴力団員は 86,300人でこの 10年間はほぼ横ばいだ。この内、指

定暴力団の山口組、稲川会、住吉会の 3団体が全体の 73％を占める。平成 4

年 3月の暴力団対策法施行以降、暴力団の寡占化が進み、その活動は潜在

化する傾向にあるという。一説では年間数兆円の巨額の資金が課税されな

いまま暴力団に流れているとされ暴力団は依然としてその勢力を堅持し

ている。拳銃使用事件は毎年全国で 200件前後発生している。それに対し

て平成 8年の拳銃押収数が 1,549丁であったのに対し、年々減少し続け平

成 17年には 489丁と三分の一に激減。つまり日本警察は暴力団の武装解

除に失敗しただけではなく暴力団壊滅作戦にも失敗しているのだ。最近の

一連の暴力団員等による拳銃発砲事件は末端の暴力団員等によって行わ

れた事件に過ぎない。巨大な山口組などの指定暴力団に取っては痛くも痒

くもない。指定暴力団の武器庫は健在である。同じ様な事件が何時どこで

起きても不思議ではない。そして今回の愛知県警の不手際は銃器使用事件

に不慣れな日本警察の実力を示したもので、どこの都道府県警察でも起こ

りうるのだ。政府は事態を重くみて銃刀法の罰則強化等銃器犯罪対策の検

討に乗り出したと伝えられている。しかしこれまでの暴力団・銃器摘発対

策の失敗要因を徹底的に検証し警察組織のあり方まで踏み込んだ抜本的

な対策を取らない限り再び、絵に書いた餅に終わるだろう。（以下略）

その他の NEWS

1 ４．　１　道警が春の人事異動

2 ４．　９　北方事件無罪確定　頻発する冤罪事件と警察の違法捜査

3 ４．１５　富山の冤罪事件で再審開始

4 ４．２５　長崎市長射殺事件　暴力団の武装解除に失敗した警察

5 ５．　２　春の叙勲　道警は７年連続で受賞者なし

6 ５．１０　警視庁警視痴漢で逮捕　たるみきった警備・公安警察

7 ５．１１　「公的懸賞金制度」市民の目が監視カメラに

8 ６．　３　捜査本部って何だ　時効が目白押しの北海道警察



9 ６．１０　取り調べの可視化「取り調べを受けることになったら」

10 ６．２２　N ｼｽﾃﾑの資料流出　長官「言うことを聞かない者もいる」

11　６．３０　富山県警の冤罪事件　取調室はブラックＢＯＸ


